
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

沖縄県 粟国村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

858
7.64

1,185,717
1,068,902
116,747

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.11]

類似団体内順位

[ 54/61 ]

全国市町村平均

0.53
沖縄県市町村平均

0.34

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0.08

2.78

0.36

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.11

粟国村の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [98.9%]

類似団体内順位

[ 52/61 ]

全国市町村平均

90.3
沖縄県市町村平均

89.5

(%)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

123.2

43.1

85.5

98.9

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [554,865 円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.0%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,617,825 円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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将来負担の健全度

類似団体平均

粟国村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●財政力指数：国勢調査人口の減（Ｈ１２年９６０人　Ｈ１７年９３６人）及び村内に中心となる
産業がないため、歳入が少なく財政基盤が弱いため財政指数は類似団体と比較してかなり下回って
いる。今後も大きな増収の見込みは期待できないため、引き続き、集中改革プランに沿った施策の
断行で行政の効率化に努め、財政の健全化を図る。
●経常収支比率：公債費の増により９８．９％と類似団体の平均を上回っている。公債費以外の人
件費、物件費といった同比率を押し上げている経常経費の削減に努め、繰上償還等を行い引き下げ
に努める。
●ラスパイレス指数：厳しい財政事情がラスパイレス指数に反映されているが、決して望ましい現
状ではなく早急な適正化が必要である。
●実質公債費比率：平成１６年度から本村は公債費負担適正化計画策定団体に指定されており、同
計画に基づく起債抑制等により現在の水準を全国平均の１４．８％まで低下させる。

●人口１人当たり地方債現在高：後世への負担を少しでも減らすためにも今後とも新規事業の採択を
控え、新規地方債の発行抑制を図る。
●人口1,000人当たり職員数：千人未満の市町村では、同数値は必然的に高くなるが、集中改革プラン
に則り平成１７．４．１現在４９名（うち公営企業部門１５名）の職員数を平成２２．４．１には４
６名（うち公営企業部門１５名）とし、３名（６．１％減）削減し低下を図る。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額：人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口一人当た
りの金額が類似団体平均を上回っているのは、主に物件費が要因となっている。これは、主にごみ収
集業務や保育所などの施設運営を委託しているためである。今後とも柔軟な思考と取組で、住民の
ニーズに応えつつ物件費を削減する。


